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近年，国際標準は公的法規制と区別され（private standard：以下 PS と表記）として国や企業の国際ビ

ジネス戦略上の特徴をもつ。国際開発の分野では，多様化に伴う相互作用が指摘される。グローバルサプライ

チェーンがバリューチェーンとして確立している昨今では，各バリュー間の円滑な取引を維持するために，

PS が活用される。原材料の生産拠点となるアジアの発展途上国は，輸出先の製造拠点である先進国から要

求される品質保証をする PS 対応が必須となる。GAP は農作物や家畜および水産養殖について，生産に関わ

る事柄についての内容の PS である。GLOBALG.A.P. は認証標準として普及している。グローバルリテー

ラーすなわち大手小売流通業者は，GLOBALG.A.P. や HACCP はもとより水産資源の販売に際して，MSC

（Marine Stewardship Council：海洋管理協議会）や ASC（Aquaculture Stewardship Council：水産

養殖管理協議会）の流通・加工認証の 100％獲得を目指す動向がある。前者は漁業，後者は養殖による水産

資源のサプライチェーンの適正性を認証する制度団体である。適正性とはサプライチェーンのトレーサビリ

ティー確保によって違法，無報告，無規制を排除することを目的としている。先進国リテーラーはこうした

PS 認証制度を活用している。生産国であるアジアの発展途上国企業はこうした認証を獲得して成功している

事例がみられる。こうして農水産業分野ではグローバルリテール市場力の強化が PS を促進している。
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本稿は，国際標準の多様化について，見出し

に関する近年の研究調査動向を述べるものであ

る。

Ⅰ　公的法規制とPS

近年，国際標準は多様に展開している。

国際標準は公的法規制（regulation）と区別

されプライベート・スタンダード（private 

standard：以下 PS と表記する）として国や企

業の国際ビジネス戦略上の特徴が論じられるこ

とが多かった（青木ら：2012）1）。しかし国際

開発の分野では，多様化に伴って両者の相互作

用が指摘されるようになっている。一般に標準

は公共財として取られられており，社会的便益

をもたらすと捉えられる。国際標準は各国政府

の代表が国際機関において合議によって策定を

進める。しかし専門家は国家行政に限らず産業

や企業から選抜されている。こうしたことから

国際標準策定プロセスは，コンセンサス標準と

呼称されるようになった（新宅・江藤：2008）2）。

また PS については，ICT 産業の企業戦略事
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例が多く取り上げられている（森：2009）3）。

コンセンサス標準である PS 策定には策定側と

利用側という二つの主体があり，ICT 分野の

標準策定側である企業を中心とした戦略論の研

究が進んできた。しかし二つの主体の相互作用

であるならば，策定者側のみならず利用者側

にも焦点を当てるべきであり，利用者側が主

導して策定する研究が進められている（内田：

2011）4）。

ICT 産業以外でも農水産業などの他産業に

おいても PS は多様化している（Michida et 

al.：2017）5）。本稿で主に取り上げる農水産物

は途上国の経済発展にとって貴重な貿易資源で

あるが，社会的便益をもたらす安全，環境，
検疫などクリアすべき課題が多い。近年 PS は

農水産物においても重要となっている。PS と

は，組織や企業が独自に策定し普及させる標準

規格であり，公的法規制ではない。ISO や IEC

など著名な工業系国際機関，企業や業界，コン

ソーシアムにより策定されるものまで多様であ

る。また第三者の審査によって登録される認証

標準規格もある。

こうした国際機関の発効する標準は相当数あ

り，近年に増加している。PS が発展した理由

の一つとして，膨張するグローバル市場に伴う

貿易や直接投資の複雑化や多様化がある。しか

しこれらをガバナンスする仕組みは，公的法規

制では完備されていない。国際機関などが策

定する PS がそれを補完しているのが実態であ 

る6）。さらに詳しく見れば，急速に発展してい

る東南アジア新興国ビジネスが先進国市場に進

出する際に多様な標準への対処を要求される事

態となっている7）。このように PS と公的法規

制には相互依存関係がみられる。例えば，とり

わけ強化されている事例として，食品安全性に

関するものと，EU が主導する環境規制である

電気・電子機器に含まれる特定有害物質の使用

制限に関する欧州議会及び理事会指令（RoHS）

が挙げられる8）。

Ⅱ　グローバル・バリューチェーン

多くの産業において，グローバルな分業化

が進展し，グローバルサプライチェーンがバ

リューチェーンとして確立している昨今では，
各バリュー間の円滑な取引を維持するために，
PS が活用されるようになっている（Swinnen 

et al.：2015）9）。各バリュー間には国境を越

える取引が介在する場合も多くあり，例えば

起点が途上国であり終点が先進国であること

も多い。こうした場合，原材料の生産拠点と

なるアジアの発展途上国は，輸出先の製造拠

点である先進国から要求される品質保証をす

る PS に適応するための実務的任務への対応が

必須となる。換言すれば，国際貿易は単なる

モノ（goods）の取引ではなく課業（tasks）

の取引へと変化している（Grossman, Rossi-

Hanberg：2008，Bladwin：2011）10）。こうした

グローバル市場でのバリューチェーンの発展が

PS の普及をもたらしている。また PS の普及

には，先進国のイノベーション推進化政策やそ

れに追従する企業行動が正に機能している11）

（Vogel：1995）。現実のグローバル市場では，
EU の環境政策がアジア諸国に影響を与えてい

ることが実証されている12）。

Ⅲ　GAPの普及

GAP は農作物や家畜および水産養殖ついて，
生産のみならず，これに関わる事柄についての



世界経済評論 IMPACT+ ／ No. 19 3

プライベート・スタンダード研究の動向

内容を包含する代表的な PS である（表１）。

1997 年に発効した EU 発祥のユーレップ GAP

（EUREPGAP）は，2007 年に GLOBALG.A.P. 
に改称された（ピリオドは略されて表記される

場合がある）。G.A.P.は，GOOD（適正な），
AGRICULTURAL（農業の），PRACTICES（実

践）を意味している13）。PS である GLOBAL 

G.A.P.は認証標準であり，120 か国に普及して

いる。

近年，グローバルリテーラーは GLOBAL 

G.A.P.などの国際認証を取得した生産者か

らの仕入れを優先するようになっている。

GLOBALG.A.P.認証品は，一種のブランドと

して評価されると考えられている。認証は，食

品安全，労働環境，環境保全に配慮した「持続

的な生産活動」を実践する優良企業をブランド

として評価して，取引先の信頼性向上，企業価

値向上に貢献すると考えられている。また生産

者にとっては，生産者が，安全で持続可能な農

業を実践し地域経済に貢献している評価証明と

して機能し，トレーサビリティーを確立し取引

先や消費者の信頼確保，透明性確保のための手

段として機能している。GLOBALG.A.P.の実

践により，産地として特徴としては，販路拡大

（国内および海外への輸出，海外からのインバ

ウンド対応），経営改善（生産工程の明確化で

生産性の向上，資材コストの削減），教育効果

（新人・外国人労働者への効果的訓練と意識向

上），リスク管理（生産者としての責務，緊急

時のリコール体制確立）がある。

近年，日本においてもイオン，コストコ，コ

カ・コーラなどが GLOBALG.A.P.をグローバ

ルな調達規格として採用することを標準化して

いる。世界的には，多様なリテーラーがこれ

を採用しており，EU ではほとんどのスーパー

マーケットが GLOBALG.A.P.を調達規格とし

ている。端境期や天候不順などで認証農産物が

不足するような場合は，グローバルな調達規格

であるがためにグローバルに調達することも可

能となる。例えば GLOBALG.A.P. Version5 の

野菜・果樹認証における管理点は 218 あり，
食品安全 99 項目，トレーサビリティー 22 項

目，作業従事者の労働安全と健康 28 項目，環

境（生物多様性を含む）69 項目がある。すな

わち GLOBALG.A.P.の実践は，グローバル・

バリューチェーンを柔軟に維持し機能させるこ

とにも貢献している。

Ⅳ　貿易とPS

PS の進展は産業分野に捉われないことは以

前から指摘されている。例えば，Porter（1986）

は，グローバル戦略を展開するうえで，産業特

性を考慮する必要性を，バリューチェーンと絡

めて説いている14）。すなわちバリューチェー

ンがグローバルに拡散しているのか，マルチ・

ドメスティックなままなのかを重視している。

後者の状態で競争優位であっても前者へ変化

すると競争劣位となることが指摘されている。

産業事例として自動車や ICT などはグローバ

ル産業セクターであり，文化特性が強い衣食住

関係はマルチ・ドメスティック産業セクターと

して指摘している。筆者は今日では両者の違

いはそれほどないような印象を持っているが，
確かに国際ビジネスとりわけ FTA など貿易政

策協定では，いまだに交渉の過程で両者の扱

いは依然として大きい。自由貿易の観点から，
PS が阻害要因として関税障壁と非関税障壁が

あるが，とりわけ後者とは具体的に何なのか，
どの程度なのか，またそのエビデンスを提示す
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ることは難しい。このように PS についての評

価は二分化されている。「製品規制がないこと

によって安全性の低い製品や廃棄物が自国市場

に流入することを防ぐことも目的としている」

という正の側面と「関係各国との整合性をとら

ないまま，類似する標準（マルチ標準）が多数

導入され，それぞれへの対応を義務付けるため

に自由貿易を阻害する要因となりかねない」と

いう負の側面が指摘されている（吉田：2015，
ジェトロ・アジア経済研究所他：2015）15）。

一般に各国の法規制や規格が WTO の自由

貿易協定すなわち TBT や SPS に反する場合

は，非関税障壁と見做されるであろう。農水

産食料・食品は安全・衛生の観点から WTO/

SPSによって規定されている。フードセクター

は SPS の下，HACCP（ハザード分析及び重

要管理点）という PS によって適切な衛生健康

保護水準（Appropriate Level of Protection：

ALOP）を維持し，一定の食品の安全品質を担

保することを要求されている。HACCP とは，
食品の製造・加工工程のあらゆる段階で発生す

るおそれのある微生物汚染等のリスクをあらか

じめ分析し，その結果に基づいて，製造工程の

どの段階でどのような対策を講じれば，一層安

全な製品を得ることができるかという重要管理

点を定め，これを連続的に監視することにより

製品の安全を確保する衛生 管理の手法であり，
認証標準である。この手法は FAO と WHO の

合同機関である食品規格（CODEX）委員会か

ら発表され，各国へその採用が推奨しており国

際的に認められたものである16）。

今日グローバルなネットワークから外国の農

水産食料・食品が当たり前のように供給されて

いる。とりわけ食料・食品自給率の低い我が国

においては，確かに輸入食品リスクは大きいで

あろう。

し か し WTO 協 定 に よ っ て 定 め ら れ た

HACCP などの PS やグローバル・バリュー

チェーンは，本当に自由貿易を促進する効果

があるのかどうか，むしろ非関税障壁となっ

てはいないのかという問題意識が予てよりあ

る。発展途上国や小規模生産者にとっては，こ

れらは制約であるとする立場がある（Gibbon：

2003，Key, Runsen：1999）17）。一方では，高

度標準規格やグローバル・バリューチェーンの

福利効果，規模にかかわらず生産者にもたらさ

れる正の効果を述べる研究もある（Swinnen：

2007）18）。

Anders and Caswell（2009）の論文タイ

トル，“Standard as barrier versus standard 

as catalysis: Assessing the impact of HACCP 

implementation on US seafood import” はこう

した問題提起をそのままに象徴している19）。

具体的には次のような問題意識が挙げられる。

①全体として PS は自由貿易に正効果をもたら

すのか

②効果は状況や条件によって異なるのか

③例えば国家の経済発展状況やインフラ整備状

況によって異なるのか

④分析対象は国家単位でなく多国籍企業など経

済主体を見るべきである

⑤ RTA では，締結条件によって効果は異なる

のか

定量分析による実証研究論文は多数ある。し

かし上記に対して回答するには注意が必要であ

る。調査研究では，方法論として経時的に捉え

て見ていく点と対象範囲を明確に確定すべき点

がある。そうしないと上記について正確な回答

はできない。Anders and Caswell 調査は 1990

年から 2004 年までをパネルデータ分析調査を
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している。途上国にとっては PS への適応能力

不足や費用負担の発生などによって貿易障壁と

なり，力のある先進国にとっては逆に触媒とな

る。ただし途上国の品質保証への投資拡大に

よって適応能力が上昇する場合には貿易障壁効

果は解消する。さらに大規模輸入者にとっては

同上の理由によって触媒となり，中小輸出者に

とっては障壁となる。

Mangelsdorf et al. (2012) “Food standards 

and exports: evidence for China”は経時変化

を捉え，中国の事例から，上記への回答を示し

ている20）。1992 年から 2008 年における 7 品目

の農水産食料・食品の貿易が強制標準と任意標

準によって正か負の影響効果を受けるかどうか

を調査している。経時変化から標準の輸出貿易

促進効果や潜在性を指摘し，とりわけ国内標準

が国際標準に準拠していく場合の正への押し上

げ効果やその大きさを明らかにしている。また

強制標準は一般に大きな正効果を持つが，任意

標準の与える影響は限定的であるとしている。

こうした観点から途上国や新興国の SPS への

迅速なハーモナイゼーションが便益を生むとす

る。

要約すれば，時間，経済，行為主体の条件に

よって，PS の生む貿易効果は変化するという

のが結論と言えよう。

Ⅴ　PSの多様性

農水産業の PS は多様に存在し，それぞれ異

なっている（表１）。先述した GAP について

も地域や国によって異なる認証標準が存在す

る。例えば我が国にとって主に直接関係する

ものとして，表２に示した 3 種がある。これ

らは第三者機関の審査により，GAP が正しく

実施されていることが確認するための認証標

準である。しかし GAP の名称が含まれていて

も，詳細を見ると認証の内容や趣旨が異なり，
厳密には異なった標準でありマルチ標準であ

る21）。その中で総じて最も普及し有力なのは

EU 発祥の GLOBALG.A.P.である（Michida, 
Nabeshima：2017）22）。

同著によれば，公的規制と PS は異なる特徴

を持つが，外国参入する企業にとっては類似な

メカニズムを持つ場合がある。政府規制は疫

病や微生物汚染を防御することを目的とし，
PS は健全なグローバル・バリューチェーンの

管理を維持するためにリスク回避を図ること

を目的としており，結果として前者は国民，
後者は消費者を保護することになる（Michida 

& Nabeshima：Ibid. p.110）23）。 し た が っ て

GLOBALG.A.P.の普及については，政府など

公的セクターと私的セクターは普及プロセスに

多様に影響する。それは表３に示すように 4 つ

のモードがある。モード 1 では PS 認証を取得

する途上国生産者が増加するモードである。

モード 2 では，PS を政府が貿易促進ないしは

抑制のツールとして利用するモードである。

モード 3 では私的セクターが，モード 4 では各

国政府が有力な国際 PS を参考として，類似す

る現地 PS を策定するモードである。その動機

は外国市場へのアクセス権を得るため，自国農

水産業の実践レベルを向上するため，現地標準

との調和を目的とするなどである24）（Michida 

& Nabeshima：Ibid.）。結果として，表 2 に示

したように，GAP はまずグローバルからロー

カルに策定されて多様化している。

換言すれば，グローバル市場の強大化に伴

い，本来各国が担うべき公的法規制を民間セク

ターが肩代わりしているということである。こ
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表１　農水産業のPSスキーム

名称 類型 主要市場志向 対象
食品衛生 動物保健 環境 社会・倫理 食品品質

コーデックス S C G 全世界 ○ ○
OIE S C G 欧州 ○ ○
GLOBALG.A.P. CS 欧州 ○ ○ ○ ○
GAA/ACC CS L 米国 ○ ○ ○
Naturland CS L 欧州 ○ ○ ○ ○
Friend of the Sea C S 全世界 ○
Seafood Watch C L 米国 ○
ATJ C L 日本 ○ ○ 不明
FEAP code of conduct C 欧州 ○ ○ ○ ○ ○
SQF S L CS 全世界 ○ ○
BRC 同上 全世界 ○ ○
QCS CS L 全世界 ○ ○
Fairtrade L 全世界 ○
ISO 22000 S 全世界 ○ ○ ○
ISO 9001/14001 S 全世界 ○ ○
MSC C S L 全世界 ○
Fair-Fish S L スイス ○ ○ ○
ISEAL S C L 全世界 ○ ○
COGP C L 全世界 ○ ○ ○ ○
Péche responsible Carrefour, France C L 全世界 ○
SIGES Salmon Chile CS L 欧州　米国 ○ ○ ○ ○
Shrimp quality guarantee ABCC, Brazil CS C L 英国　欧州 ○ ○ ○ ○ ○
Thai quality shrimp, GAP, Thailand S L 欧州　米国 ○ ○
COC-certified Thai shrimp, Thailand S L 欧州　米国 ○ ○ ○ ○

IFOAM S L 英国　欧州 ○ ○ ○
有機 ○ ○

Soil Association S L 英国 ○ ○ ○
有機 ○ ○

Agriculture Biologique S L 欧州 ○ ○ ○
有機

Bioland, Germany CS L 欧州 ○ ○ ○
有機

Bio Gro, New Zealand S L 全世界 ○ ○ ○
有機

Debio, Norway CS L 英国　欧州 ○ ○ ○
有機

KRAV, Sweden C L 欧州 ○ ○ ○
有機

BioSuisse C L スイス ○ ○ ○
有機

NASAA C L 全世界 ○ ○ ○
有機

Irish Quality salmon and trout C L 欧州 ○ ○ ○
有機 ○

Label Rouge, France C L フランス　EU ○ ○
La truite charte qualityé C L フランス　EU ○ ○
Norway Royal Salmon S L 欧州 ○ ○ ○
Norge Seafood,　Norway S L 欧州 ○
Qualité aquaculture de France S L フランス　EU ○ ○
Shrimp Seal of Quality, Bangladesh S L 全世界 ○ ○ ○ ○
China GAP C CS 全世界 ○ ○ ○

CORP C CS 全世界 ○ ○
持続性 ○

The Responible Fishing Scheme C CS 英国
○

責任
漁業

○
生産者
安全性

（注）S：規格　C：コード　G：ガイドライン　L：ラベル　CS：認証スキーム
（出所）FAO (Washington, S. and L. Ababouch) (2011) Private Standards and Certification in Fisheries and Aquaculture  

Current Practice and Emerging Issues, Table 2, pp.8-9.
（原著）FAO（2009）：筆者が和訳および調整して掲載。



世界経済評論 IMPACT+ ／ No. 19 7

プライベート・スタンダード研究の動向

のように市場経済のプレーヤーとして，関連す

る企業や産業組織が PS を策定する標準の体系

は巨大となり，モノの寸法や測定法は元より，
工業品に限定されるものではなく，農水産品や

環境，安全，品質，労働に係る管理に及んでい

る。

Ⅵ　厳格化するPS

PS は認証制度のために策定され活用される

ことも多い。著名なのは工業系の ISO9000 や

14000 がある。PS の要求事項を満たすかどう

かについて評価と承認を ISO 自身でなく第三

者機関が審査する制度であり適合性評価とも呼

称されている。

さて PS は普及するにつれて公的法規制より

も厳格化し，ある意味で強制化しているとする

実証研究がある（Vandemoortele, Deconinck ：

2014）25）。この研究によれば PS 普及には多様

な動機が存在する。第一に小売流通業者は安

全，品質，社会，環境課題に敏感な消費者に注

意を払っており，公的法規制よりも厳格となる

かもしれない。第二に PS を意図的に厳格化す

ることによって，競争優位な企業は製品の差別

化，市場セグメント形成，競争圧力の緩和化を

図り企業戦略として利用する。第三に有力な

表２　GLOBALG.A.P.，JGAP，ASIAGAPの違い

GLOBALG.A.P.
（GGAP）

ドイツの非営利会社 FoodPLUSGmbH が策定した EUREPGAP が，2007 年に現在のグローバ
ル GAP という名称に変更され，GAP の国際的な基準となった。第三者認証制度であり，欧州
を中心に世界 120 カ国以上で実践されている。グローバル GAP の規格は，農作物全般や畜産
に加え，水産養殖にも適用されている。

JGAP
（旧 JGAP Basic）

JGAP は，食の安全や環境保全に取り組む農場に与えられる日本発の認証制度である。2006 年
に一般財団法人日本 GAP 協会が設立され，翌 2007 年から第三者認証制度が始まり，2018 年 4
月確認時点では，800 件以上の個別認証・団体認証がある。日本国内において最も主要な GAP
とされ，JGAP の対象は青果物・穀物・茶であり，認証を取得すれば JGAP の認証マークを付
けることができる。日本には JGAP 以外に都道府県の GAP，生協・イオン・農協などの各団
体が設定する GAP などが存在する。

ASIAGAP
（旧 JGAP Advance）

日本 GAP 協会が GFSI（世界食品安全イニシアチブ）承認の国際規格として展開することを
目指すスキームであり，アジア共通の GAP のプラットフォームとして位置づけ，2017 年 7 月
に「ASIAGAP」という名称に改名を発表し運用開始され，対象は穀物と青果，茶の生産と管
理である。

（出所）農林水産省生産局農業環境対策課（2017）「国際水準 GAP の推進について」http://www.maff.go.jp/hokkaido/
suishin/28kankyouhozen/attach/pdf/gap_event-5.pdf（2018 年 9 月 23 日アクセス），同上（2017）「GAP（農業生産工程管理）

をめぐる情勢等」http://www.maff.go.jp/tokai/shohi/seikatsu/iken/attach/pdf/20170908-2.pdf（2018 年 9 月 23 日アクセス），
「CSR・環境戦略お役立ち情報・おしえて！アミタさん」http://www.amita-oshiete.jp/qa/entry/015026.php（2018 年 9 月 1
日アクセス）：以上を筆者が改変し掲載。

表３　GLOBALG.A.P. 普及についての４モード

主役：私的セクター 主役：公的セクター

外国標準は改変されない モード１
外国 PS をそのまま採用

モード２
外国規制をそのまま採用

外国標準は改変される モード３
現地私的セクターによる
外国 PS に類似する現地適応標準の策定
１．顧客監査による供給業者コード
２．第三者監査（認証制度）

モード４
外国 PS に基づく類似する標準の策定

（出所）Michida & Nabeshima in Michida, Humphrery, Nabeshima ed. (2017) op.cit., p.113, Table5.1 を筆者改変し掲載。
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メーカーは供給業者との交渉力獲得のために厳

しい PS を要求することができる。第四に厳格

な PS は意図的に緩い公的法規制に先行して策

定されることがある。戦略的に厳格な PS が策

定されれば，消費者の福利向上を達成させるた

めの先導となるばかりでなく，企業は他社との

質的な差別化を図ることができる。

実際に流通業者のアンケート調査によれば，
食品，環境，動物福祉，労働分野において，
70～80％の小売業者が公的法規制よりも厳し

い PS を設定していると回答している。著者ら

は，有力中間業者の増加に伴って強い市場力が

形成されると PS が増大化するとしている。中

間業者は小規模供給業者への交渉力を持ち，厳

格な PS を突き付けるわけである。

また PS とバリューチェーン（サプライ

チェーン）のグローバル化の関係緊密性も論じ

られている（Swinnen et al.：2015）26）。

貿易と外国直接投資の増大化に伴い，バ

リューチェーンのグローバリゼーションが進展

している。とりわけ注目すべき現象は発達した

製造機能が発展途上国へと移転されていること

である。こうした事象は生産効率性および製品

品質向上を包含しており，品質認証標準のグ

ローバルな普及をもたらしている27）。その範

囲は安全，環境，健康，栄養，国際社会・労働

などの分野と多岐にわたる。

グローバルリテーラーとして小売流通業者の

実例を見てみよう。生物や環境への負荷低減

を目的として活動する WWF ジャパン（World 

Wide Fund for Nature：世界自然保護基金）

によれば，持続可能な社会を創るというスロー

ガンの下，こうした分野では認証制度が多く採

用されている。サプライチェーン実態が掴みに

くい水産物資源について紹介してみよう。水産

物資源生産は，漁獲による天然資源と養殖によ

る資源に分かれ，世界生産量はほぼ同等量と

なっている。近年では，後者は海洋環境の悪化

や生態系の攪乱などから適正な管理が国際社会

において求められている。

グローバルリテーラーすなわち大手小売流通

業者は，衛生基準認証となる HACCP はもと

より水産資源の販売に際して，MSC（Marine 

Stewardship Council：海洋管理協議会）や

ASC（Aquaculture Stewardship Council： 水

産養殖管理協議会）の流通・加工認証の 100％

獲得を目指す動向がある（表 1 参照）。前者は

漁業，後者は養殖による水産資源のサプライ

チェーンの適正性を認証する制度団体である。

適正性とはサプライチェーンのトレーサビリ

ティー確保によって違法，無報告，無規制を排

除することを目的としている。わが国ではイオ

ンがこうした認証制度を活用し始めているが，
カールフール（フランス），マークス & スペン

サー（英国），スパー（オーストリア）などは

先んじて実施している28）。生産国であるアジ

アの発展途上国例えばタイの企業はこうした認

証を獲得して成功している事例が報告されてい

る。このように水産物分野ではグローバルリ

テール市場力の強化が PS を促進している。

Ⅶ　IPRとPS

周知のように，知的財産権と PS の密接な関

係に関しては，ICT 技術標準において多くの

事例がある（梶浦：2005, 2013）29）。中には，
標準のユーザー側が，技術を持つライセンサを

巻き込みながら主導的に標準化プロセスを進め

るケースや，それにより PS そのものが無償化

につなげられるケースもあるといった指摘もみ
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られる（内田：2012）30）。同様の関係は本稿で

取りあげた農水産業の認証標準には検出できな

かったが，さらに調査を進める予定である。

＊本稿は「国際貿易投資研究所　世界経済評論 IMPACT」
へ掲載した梶浦雅已著のコラム「貿易と国際規格」2017
年 9 月 11 日（www.world-economic-review.jp/impact/
article910.html），「グローバルスタンダードの多様化―水産
物の場合」2018 年 8 月 6 日（www.world-economic-review.
jp/impact/article1123.html）を基に，新たに調査を行い加
筆修正したものである。なお参考および引用文献は下記の

［注］に示した。
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